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資料１－６ 



「2020 年に向けた社会全体のＩＣＴ推進に関する懇談会」 

第 1 回開催にあたり 

 

              株式会社電通 

代表取締役社長執行役員 

石井 直 

 

本日は、当懇談会が弊社決算説明会と重なってしまいましたため、やむを得ず懇談会

を欠席させていただきますこと、謹んでお詫び申し上げる次第です。 

当懇談会開催にあたり、一言、申し述べさせていただきます。 

 

 昨年 9 月の東京オリンピック・パラリンピック開催決定は、2020 年の夏に向けて、日

本に希望と活力をもたらす大変素晴らしい知らせでした。既に、東京開催決定を契機と

して、様々な活動と挑戦の息吹が、日本全国で次々と生まれております。各所で進めら

れている様々な取り組みは、日本が、2020 年はもとより、更にその先の未来に向けた

飛躍を目指す上で、大いなる原動力となっていくものと確信しております。 

 

 2020 年の東京大会は、日本の伝統文化はもとより、高度な先端的技術とその活用ノ

ウハウ、各種社会インフラやサービスの完成度、充実度の高さを世界に示す絶好の機会

であると認識しております。今後 10 年先、20 年先、更にその先の未来も見据え、これ

から日本がどのような進化と持続的な発展を遂げていくべきか、日本発のイノベーショ

ンをどのように実現するべきかといった課題について、まさに今、日本全体が目指すべ

き目標目線と、目標到達に向けたシナリオが必要とされております。 

 

日本の将来を見据えて日々進められている個々の企業の取り組みが一層大きな力へ

と昇華されるためにも、具体的なロードマップに沿ったグランドデザインが関係諸団体

並びに企業の皆さまと共有されることは、極めて重要な意義を持つと考えております。 

 

社会におけるコミュニケーション領域の課題解決を事業の中核とする弊社は、長年に

わたって蓄積してまいりましたオリンピック・パラリンピックに関する知見も役立てる

ことによって、少しでも当懇談会の活動に資するべく、「2020 年を契機として、関係者

諸団体並びに企業の皆さまとともに日本の未来像を創り上げる」という気概をもって、

参画させていただく所存でございます。 

 

甚だ微力ではございますが、皆様のご指導、ご助言を賜れれば幸甚に存じます。 



平成２６年１１月１４日

総務省「２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に

関する懇談会」初会合開催にあたってのコメント

日 本 民 間 放 送 連 盟

会 長 井 上 弘

所用により懇談会初会合を欠席いたしますので、本コメントをもってご挨拶

に代えさせていただきます。

６年後に迫りました２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック大会の

開催は、放送界にとりましても、日本の高いコンテンツ制作力と新しい技術を

世界にアピールする良い機会であると考えております。

同大会に向けて私たち放送事業者が取り組むべき課題の中に、４Ｋ／８Ｋ放

送の実用化も含まれます。総務省の最新のロードマップでは、衛星セーフティ

ネット終了後のＢＳの空き周波数帯域において、２０１６年に４Ｋ／８Ｋの試

験放送を開始するとの目標が示されておりますし、２０２０年までには一般の

ご家庭にも４Ｋ対応受信機器が一定普及するものと期待されます。

各民放事業者は２０１２年に地上テレビ放送のデジタル化を成し遂げたばか

りであり、体力的にはまだまだ厳しい状況にありますので、４Ｋ／８Ｋ放送に

ついては、一層の推進のための予算措置を含め、国の果たす役割は大きいと考

えております。民放事業者としましても、新しい技術の流れ、視聴者・リスナ

ーのニーズ、事業性や採算性を踏まえつつ、放送の将来像を見据えまして、関

係者の皆さまとご一緒に知恵を絞ってまいりたいと考えております。

以 上







平成 26年 11月 14日 

パナソニック株式会社  

代表取締役社長  

津賀 一宏 

 

・弊社は 26年にわたるオリンピックグローバルトップスポンサーとして、またパラリンピ

ックのグローバルスポンサーとして 2020年開催の東京オリンピック・パラリンピック競技

大会の成功に向け全力で取組んでまいる所存です。また東京大会をトリガーに様々な社会

問題の解決に向けてＩＣＴを通じご支援してまいりたいと思います。 

本懇談会での議論への参画を通じ諸課題の解決に道筋をつけられるよう取組んでまいる所

存です。 

 

 






